
通番22

29



通番22

30



通番22

31



通番22

32



通番22

33



通番22

34



通番22

35



通番22

36



通番22

37



通番22

38



通番22

39



通番22

40



通番22

41



通番22

42



平成２８年 地方分権改革に関する提案募集 提案事項 
 

国土交通省 第１次回答 

 

管理番号 298 提案区分 Ｂ 地方に対する規制緩和 提案分野 その他 

 

提案事項（事項名） 

マイナンバー制度における療育手帳関係情報、外国人保護関係情報の情報提供ネットワークシステムによる情

報照会の実施 

 

提案団体 

九州地方知事会 

 

制度の所管･関係府省 

内閣府、総務省、厚生労働省、国土交通省 

 

求める措置の具体的内容 

マイナンバー制度の情報提供ネットワークシステムにおいて照会できる特定個人情報は、番号法別表第二に規

定されている特定個人情報に制限されている。 

番号法別表第二では、身体障害者手帳や精神保健福祉手帳の情報、生活保護の実施情報を照会できるように

規定されているが、地方公共団体が独自に実施している療育手帳の情報や外国人保護の情報は規定されてい

ない。 

地方税の減免、社会保障の給付等では、療育手帳の情報や外国人保護の情報も必要となるため、情報提供ネ

ットワークシステムを使用して照会できるように求める。 

 

具体的な支障事例 

【支障事例】 

番号制度の情報提供ネットワークシステムの利用開始後は、地方税の減免、社会保障の給付の際等に、身体

障害者手帳や精神保健福祉手帳を持っている方は手帳の提出を、また、生活保護を受給している方は受給証

明書の提出を省略できるにも関わらず、療育手帳や外国人保護関係情報については、番号法に規定されなけ

れば、その提出を省略できず、住民サービスの向上につながらないとともに申請窓口の混乱を招く。 

〔療育手帳〕 

身体障害者手帳や精神保健福祉手帳、療育手帳の所有者が同様に扱われている事務の例 

・障害児入所給付費、高額障害児入所給付費又は特定入所障害児食費等給付費の支給に関する事務 

・児童扶養手当の支給に関する事務 

・地方税の賦課徴収に関する事務 

・公営住宅の管理に関する事務 

〔外国人保護〕 

生活保護受給者、外国人保護受給者が同様に扱われている事務の例 

・障害児入所給付費、高額障害児入所給付費又は特定入所障害児食費等給付費の支給に関する事務 

・地方税の賦課徴収に関する事務 

・公営住宅の管理に関する事務 

 

制度改正による効果（提案の実現による住民の利便性の向上・行政の効率化等） 

【効果】 

療育手帳関係情報や外国人保護関係情報を、情報提供ネットワークシステムを利用して、正確かつ効率的に確

認。 

窓口における申請者の混乱の回避。 
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根拠法令等 

行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律（平成 25 年法律第 27 号）第１９条 

行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律別表第二の主務省令で定める事

務及び情報を定める命令（平成 26 年内閣府・総務省令第 7 号） 

 

追加共同提案団体及び当該団体等から示された支障事例（主なもの） 

千葉県、静岡県、浜松市、京都市、島根県、岡山県、広島市、宮崎県 

 

〇療育手帳について、事務手続上同様に扱われることの多い身体障害者手帳及び精神保健福祉手帳と、マイ

ナンバー制度の運用において差が生じることで、窓口における混乱が予想され、療育手帳所持者へのサービス

低下につながることが懸念される。 

〇本市市営住宅では、入居申込などの際、障害者（身体障害者手帳、精神保健福祉手帳及び療育手帳等を所

持している者）及び生活保護受給者（外国人保護者も含む。）に、手帳や受給証明書の提出を求めている。 

 番号法第 19 条第 7 号及び別表第二の規定により、身体障害者手帳情報、精神保健福祉手帳情報及び生活

保護受給情報については、情報照会が可能なため、添付書類を省略することができるが、地方公共団体が独自

に実施している療育手帳情報や外国人保護情報は情報照会の対象とはなっていないため、書類の提出は省略

できない。 

 同じ障害者や生活保護者の中で、書類の提出が省略できる者と省略できない者が生じれば、結果的に住民サ

ービスの向上に支障が生じるとともに、申請窓口の混乱を招くことになるため、療育手帳情報や外国人保護情

報についても情報提供ネットワークを使用して照会ができるよう制度改正を求める。 

 

各府省からの第１次回答 

（内閣府の回答を記載） 

 マイナンバー法においては、より公平・公正な社会を実現するため必要な範囲内で限定的に特定個人情報の

提供が認められています。その１つとして同法第 19 条第７号において情報提供ネットワークシステムを使用して

情報提供を行う場合が規定されており、これにより提供を行うことができる具体的な個人情報は、別表第２にお

いて規定されています。 

 同表に規定される特定個人情報については、上記の観点を踏まえ、それぞれの個人番号利用事務の制度所

管の府省庁において、その事務の根拠法令に基づき、特定個人情報の必要性や事務の効率性等が検討された

うえで、当該特定個人情報の提供者側で提供ができると考えられるものについて規定されているものです。 
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平成２８年 地方分権改革に関する提案募集 提案事項 
 

総務省 第１次回答 

 

管理番号 105 提案区分 Ｂ 地方に対する規制緩和 提案分野 その他 

 

提案事項（事項名） 

再任用制度の緩和 

 

提案団体 

川口市 

 

制度の所管･関係府省 

総務省 

 

求める措置の具体的内容 

他自治体において退職した職員を当市で再任用することができるように求める。 

 

具体的な支障事例 

当市では、他自治体との人事交流等により他自治体で任用された職員が、地教行法第４０条などの方法によ

り、当市の職員として勤務している。大半の職員は、一定期間の後、当初、任用された自治体へ戻ることが多い

ため、当市では、そのような人材の中から、当市の実情をよく理解している職員を、再任用し、活用できないかと

考えている。 

しかしながら、現行の地方公務員法では再任用することができる職員は「当該地方公共団体の定年退職者等」

に限られており、当市の適切な人材確保に支障をきたしている。 

具体的には、県との人事交流により当市の市立高等学校で勤務していた教職員を、定年退職後に再任用する

ことを検討しているが、退職時、当該職員は県職員である場合には、当市で再任用することができない。また、

群馬県、千葉県にある小中学生対象の市立宿泊体験学習施設に、当市の実情に精通し、当該宿泊体験学習施

設の地域の状況を熟知した他自治体を退職した職員を再任用することを検討しているが、再任用することがで

きる職員が当該地方公共団体の定年退職者等に限られているため、適切な人材配置に支障をきたしている。 

 

制度改正による効果（提案の実現による住民の利便性の向上・行政の効率化等） 

当市の実情をよく理解する他自治体を退職した教職員を当市で再任用できることで、優秀な人材を広く募ること

が可能となり、業務の質の向上を図ることができる。また、宿泊体験施設に当市において管理職等の経験を有

する者や現地の職員を再任用することで、児童生徒の安全確保などに効果が期待できるなど、高い費用対効果

が期待できる。 

 

根拠法令等 

地方公務員法第２８条の４ 

 

追加共同提案団体及び当該団体等から示された支障事例（主なもの） 

茂原市、胎内市 

 

○当県においても、他自治体の職員を再任用職員として任用しようと検討したが、任用ができなかった事例があ

る。 

 具体的には、生徒指導経験や虐待事案に対して、経験豊富な小中学校教員定年退職者（市町村職員）を再任

通番８
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用職員として、子ども相談センター等に配置を検討。 

 経験者の配置により、当該職員が培ってきた経験やノウハウを活用し、県民への相談支援、若手職員への教

育訓練、及び組織全体のマネージメント等を期待していたところ。 

 結果的に、再任用職員としては任用せず、特別職非常勤職員として任用した。 

 再任用制度の趣旨を踏まれば、職員が培ってきた多様な専門的知識や経験を幅広い職域で最大限活用する

環境を整備することは、県民サービスの向上につながるため、制度改正が望まれる。 

 

各府省からの第１次回答 

 地方公共団体における多様な人材の活用については、任期付職員制度を設け、専門的知識・経験を有する職

員の確保等を図っているところであり、提案されている任用は、この制度の対象となるものである。 

 実際の取組としても、富士市立高等学校において、県立高等学校の校長経験者を校長として採用しており、ま

た、川崎市市民ミュージアムにおいて、教育実務経験者を募集した例などが見られるところである（これらは、地

方公共団体の一般職の任期付職員の採用に関する法律第３条に基づくもの）。 

 一方で、再任用制度等の雇用と年金の接続については、民間において、平成１６年に高齢者雇用安定法が改

正され、事業主に高齢者雇用確保措置の義務が課され、事業主は、①定年年齢の６５歳引き上げ、②希望者全

員対象の６５歳までの継続雇用制度導入、③定年の定めの廃止、のいずれかを選ばなければならないこととさ

れた。  

 これは、年金の支給開始年齢の引上げに伴い、その期間を雇用で対応する必要があることから、雇用と年金

の接続の確実性を期すために、現に雇用している事業主が雇用の責任を負うこととするもの。 

 こうした民間における高齢者雇用対策の義務化を踏まえ、国や地方においても、社会的要請への対応として、

任命権者に対して、将来の定年延長も視野に入れつつ、再任用の義務を課すよう、閣議決定や総務副大臣通

知による要請で対応しているところ。 

 以上により、提案のように任命権者以外に定年退職者の雇用義務を課した場合、これまでの民間・公務を通じ

た取扱いと異なることとなり、混乱が予想されるため、再任用による対応はできない。 

通番８
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